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厚生労働行政推進調査事業費補助金 
障害者政策総合研究事業（精神障害分野） 

精神障害者の地域生活支援の在り方とシステム構築に関する研究 

 

精神障害者の退院促進および福祉サービスも含めた地域生活支援の
あり方についての検討 

－市町村行政を中心とした地域移行のためのシステムづくりに関する調査－ 
 

研究分担者： 吉田光爾 1) 

研究協力者：〇瀧本里香 2)，山下眞史 2) 

1) 昭和女子大学人間社会学部 

2) 日本社会事業大学研究科大学院 

 

要旨 

【目的】本研究では精神障がい者の退院支援（地域移行支援）や地域生活を継続するための支

援を行う上で、行政機関がどのようなシステム作りが必要なのかその要因を探り、特に進んで

いると思われる地域の実態を把握し具体的な内容を明らかにすることを目的に行った。 

【方法】前年度に行った『市町村行政による精神障がい者の退院支援・居所支援・地域生活支

援システム構築に関する実態調査』での質問紙調査の回答からシステム作りのために必要とさ

れる項目の検討のため因子分析を行った。その実施度を元に訪問先地域を選定し、選定された

地域の精神保健担当部署職員とその地域の地域移行等を行っている事業所の職員らに訪問半構

造化インタビュー調査を行った。（2016年 3月～2017年 2月） 

【結果と考察】前年度の調査から、システム作りのための 6因子を抽出した。また、自治体の

人口規模や精神科病床数などもその実施度に影響がある可能性が示された。実施度と人口、ま

た質問紙調査外からも先駆的な地域などを考慮し、訪問先は 8地域（10市）インタビュー対象

者 20名であった。訪問調査からは、地域のシステム作りを行うに当たり、行政機関が医療機関

や地域事業所などのコーディネートを行うシステムを独自に作っていることや、医療機関や事

業所と協力し長期入院者数などの把握を積極的に行っていることなどが多くの地域で挙げられ

た。 

A.研究の背景と目的 

 長期入院をしている精神障がい者の地域移

行が進まない中、地域移行支援や地域定着支

援の実施も低調である。都道府県事業から総

合支援法内の個別給付による支援となり支援

の主管は市町村となっている。昨年度本研究

の一環として行った、市町村行政の担当部署

への調査の結果からも地域移行・定着支援の

低調さが明らかになっており、また同時に市

町村行政によるシステム作りも思うように進

んでいない状況が明らかになった。しかし、

事業所調査からは市町村のシステムづくりの

実施度によってその地域の退院支援数に影響

があることも示されており、本研究において

は、昨年度行った市町村調査を基に、どのよ

うな市町村で精神障がい者の地域移行が進ん

でいるのか、またそれを推進するための市町

村行政によるシステム作りにおいて必要な因

子は何なのかを明らかにするとともに、実際

にその要因を含むシステム作りが進んでいる

市町村へ訪問調査を行うことで、より具体的

なシステム作りのための示唆を得ることを目

的とする。 

 

B.方法 

1) 退院支援・地域生活支援のシステム作り
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のための要因分析 

1)-1 市町村の類型化 

どのような市町村で地域移行などが進んで

いるのかをまず概観するため、各市町村の地

域移行支援実施数（実数）と精神科病床数、

人口規模を変数としてクラスター分析を行っ

た。 

 

1)-2 システム作りのための因子抽出 

上記に加え、実際にどのような実施項目が

有用であるのか、H27年度に行った『市町村

行政による精神障がい者の退院支援・居所支

援・地域生活支援システム構築に関する実態

調査』で行ったシステム構築の実施度調査（0:

実施せず 1:実施しているが不活発 3:活発

に実施）の 37項目のうち「個別支援への関わ

り」の 6項目を除いた 31項目に関し、行政機

関の関与度（1:委託・後方支援 2:協働・共催 

3:行政主体）を調整した値で因子分析（主成

分因子法 バリマックス回転）を行い、因子

を抽出した。 

 

2) 訪問調査 

2)-1 対象者 

因子分析の結果から各因子の実施度の高い

市町村を選出。選出された市町村行政機関の

精神保健担当部署の地域移行支援等を担当し

ている職員にインタビューを依頼。同地域の

地域事業所の職員・ピアサポーターにも可能

であれば同席をしていただけるよう依頼をし、

同意を得られた場合はグループインタビュー

を行った。また、既にシステム作りを先駆的

に行っているとされている地域を訪問先に追

加した。 

 

2)-2 方法 

インタビューガイドを作成し、半構造化イ

ンタビューを行い、地域の基本情報、システ

ムの概要等を含め帰納的に内容の分析を行っ

た。インタビューの主な内容は以下のとおり

である。 

① 退院支援について現在の体制・システム

について、含まれる機関やスタッフにつ

いてや現体制が出来上がってきた経過に

ついて（中心となった機関、スタッフ、

出来事など）。 

② 医療機関の参加・協力、行政の役割につ

いて。また、連携の在り方など 

③ 現在のシステムをうまく機能させている

要因 

④ ピアサポーター（ピアスタッフ）など当

事者の活動やその効果について 

⑤ 自立支援協議会、また地域独自の連絡会

等について教えてください 

⑥ 当事者の方や家族の意見をどのように取

り入れているのか 

⑦ 今後、より良いシステムを構築していく

上で大切なものは何か 

 

2)-3 期間  

2016年 3月より 2017年 2月まで。 

 

2)-4 倫理的配慮 

インタビュー対象者には調査内容を説明し

た上、録音等記録を取る旨を含め書面にて同

意を頂いた。また個々のインタビュー内容に

ついては公表の際個人が特定されないように

配慮をした。 

日本社会事業大学倫理審査委員会にて承認を

得た。(No. 15-1005 2016年 2月 28日) 

 

C.結果 

 1) 市町村の類型化 

 図 1で示すように、クラスター分析を行っ

た結果、4つのグループに類型化された。 

 グループ 1は人口が比較的多く政令市や中

核市が含まれ、精神科病床（人口 10万対）も

多い群であるこのグループは地域移行・定着

支援の実施度も比較的高い群であった。グル

ープ2は人口が少なく10万人以下が大半をし

め、精神科病床も少ないか、もしくは無い市

町村であった。この群は地域移行・定着支援
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の実施がなかった。グループ 3は人口も少な

く精神科病床が無い市町村であるが地域移

行・定着支援の実施はある群であった。グル

ープ4は人口20万人程度の中規模の市が多く、

精神科病床数もグループ 1同様多いが、地域

移行・定着支援の実施度は低かった。（表 1） 

 社会資源等のグループ間の比較を行ったと

ころ、人口 10万人対の精神科デイケア数や訪

問看護ステーション数はやはり病床数の多い

1,4グループで多いが、精神科病床が無いが地

域移行支援等の実施度の高いグループ 3では

地域活動支援センターⅠ型（p=.014）や自立

訓練を行っている施設数(p= .005）が他グル

ープに比べて有意に多かった。また、自立支

援医療の利用者数(p=.014)や精神保健福祉手

帳の所持者数(p=.001)でグループ 1が有意に

多かった。(表 2) 

 

3) システムづくりのための因子 

 設定したシステム作りのための支援 37 項

目のうち、個別支援への関わりに関する 6 項

目と《不活発に実施》を含めても実施が 2％

に満たなかった 1項目を除き、30項目の実施

度に関与度で加重し因子分析（主成分因子

法・プロマックス回転）を実施したところ、

固有値 1以上の 9因子が認められた。そのう

ち、スクリープロットからと因子寄与率を積

算して 80％以内となる 6因子を抽出した。 

(表 3) 

第 1 因子は『事業の評価をするシステム作

り』（内容・質、登録者数・利用者数による評

価共）や『当事者や家族が事業の評価に参加

できる仕組みづくり』など、行政だけでなく

多角的な評価のためのシステム作りや、目標

値や課題・評価を共有するという項目が含ま

れ、【多角的な評価と共有】とした。第 2因子

は『病院管理者・職員への退院支援等事業の

説明を行う』『病院へ地域移行・定着・居住支

援等事業のポスターやチラシを配布』や、医

療機関内で長期入院者へ働きかけを行う『ピ

アサポーターの育成』に関わる項目も含まれ、

【医療機関への働きかけ】とした。第 3 因子

は地域での『自立支援協議会での部会の開催』

や『専門職向けの勉強会や研修会の開催』な

ど、地域移行・定着に向けた【研修・連携作

り】とした。第 4 因子は専門職や地域の民生

委員への研修という項目と『精神障害者への

理解を促進させる講演・シンポジウムなどを

行う』という項目が含まれ、【普及啓発・理解

の向上】とした。第 5 因子は当事者・家族が

企画運営にも参加するという項目で構成され、

単に意見を聴くためにメンバーに加えるだけ

でない、【当事者の主体的参加の促進】とした。

第 6 因子は公営住宅への優先入居等が含まれ

【公的な居所対策】とした。 

 

4) 市町村の類型化グループとシステムづく

りのための因子との関連(表 4) 

 類型化グループ毎の因子に関わる項目の平

均点を比較したところ、第 3 因子の【研修・

連携作り】でグループ毎の平均点に差が見ら

れ(p=.02)、第 1グループが他のグループより

得点が高い傾向が見られ、第 2 グループが特

に平均点が低く、第 1 グループとの多重比較

でも明らかに有意差が見られた。また、【医療

機関への働きかけ】の因子でもグループ間に

差がある傾向が見られ（p=.07）、第 1グルー

プの平均点が他のグループに比べ高く第 2 グ

ループが他のグループよりも低いという結果

であった。 

 

5）訪問調査 

5)−1 訪問先の概要(表 5) 

 因子分析の結果得られた 6因子の各市町村

の実施度の平均点を出し、得点の高い市町村

を抽出。もとの質問紙から実施度にばらつき

がないかなども確認し、訪問先を選出した。

また、類型化の結果から人口の多い市町村で

は地域移行支援等の実施が多く、人口の少な

い小規模の市町村では実施度が低かったが、

全国的に見ると、人口が 5万人を切る市町村

が 7割程をしめており、小規模の市町村でも
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可能なシステムを考案しないといけない必要

性があるため、小規模の市町村で実施度の高

い自治体も選出し、3市含む 1圏域を追加し

た。更に、調査外であっても先駆的な退院支

援の取り組みを行っているとされている 1市

を追加し、8ヶ所（7市 1圏域）に訪問調査を

行った。うち、政令市は 3ヶ所、中核市が 2

ヶ所であった。 

 調査は各行政機関の精神保健福祉の担当者

を中心に、地域事業所の職員やピアスタッフ

と医療機関の精神保健福祉士、計 20名にイン

タビュー調査を行った。行政機関のスタッフ

のみの地域は 3ヶ所であった。 

 

5)−2 訪問調査結果 

 訪問インタビュー調査の内容を帰納的に分

析し、市の取り組みや、効果的なシステムの

要因と考えられるものを以下にまとめた。（各

地域の概要は表 6～表 9に示す。） 

 

【長期入院者の把握と地域での共有】 

 圏域内の医療機関に 1 年以上入院していて、

各市に住民票のある患者数の把握をし、地域

の連絡会等でその情報を共有している。これ

により、行政機関が状況を把握するだけでな

く、実際に支援に入る事業所でもどこに関わ

らなければいけない患者がいるのかが把握で

きる。「こんなにいるということが改めてわか

った」と、いう意見も聞かれたように、具体

的な数が見えてくると、それに対する支援の

在り方を検討しやすくなる。また、全ての医

療機関に 1年以上の入院者のリストを出して

もらったところ、地域移行の対象とするかの

検討を行うのが追いつかないほどで、全国的

には数の上がらない地域移行支援であるが、

支援に結びつく方が増えているという市もあ

った。 

 

 

【医療機関への積極的働きかけ】 

 行政機関の職員が、直接地域移行支援等の

説明に医療機関へ訪問を行っており、特に病

院長に直接説明をするなど、地域事業所では

できない働きを行政機関が行うことで、地域

事業所の支援が院内に入りやすくしている。

また、自立支援協議会とは別に独自の精神保

健福祉関連の連絡会を設け、全市の医療機関

に参加してもらうなどして、医療機関と地域

事業所との結びつきを強めている。このよう

な独自の連絡会は 1市を除きほぼすべての訪

問先で行われていた。 

 

【地域のコーディネート機能の充実】 

 地域移行支援が個別給付化される前は体制

整備コーディネーターが配置されることにな

っていたが、個別給付化後廃止されている。

今回の訪問先の全ての市・圏域では似たよう

な地域のコーディネート機能を担う役割が設

定されており、2ヶ所では都道府県事業とし

てコーディネート機能が行われていた。コー

ディネート機能としては医療機関と地域事業

所を繋ぐ役割だけでなく、困難事例への対応

や、市外・圏域外のケースへの対応も重要な

役割として行われていた。基幹相談支援セン

ターなどが委託を受けて行っている市が 5ヶ

所であったが、保健所が地域コーディネート

の役割を担っている地域や、市で独自の連絡

会や推進会議などを再編し、あえてコーディ

ネーターの役割をおかなくても統合されたシ

ステムとして機能していくように始めている

市もあった。特に小規模な市の集まった圏域

では入院している医療機関が市をまたいでい

たりすることも多く、これまで地域の精神保

健福祉を担ってきている保健所が地域移行支

援に関してもコーディネート機能を担うこと

で医療機関と地域事業所をつなぐだけでなく、

これまで接点の少なかった医療機関と各市町

村の担当部署とをつなぐ役割も担っている。 

 

 

【プレ支援・モチベーション喚起】 

（本研究では地域移行支援を契約する前の支
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援をプレ支援と呼ぶ） 

 個別給付化に伴い、地域移行支援等利用す

る本人と契約してから支援を開始する形式に

なっているが、実際に本人から利用したいと

申し出る方ばかりではなく、利用を決める前

から、病棟に出向くなどして地域事業所の職

員やピアサポーターが地域生活の様子を伝え

るなどしてモチベーションの喚起を行ったり、

実際に外出同行したりしてイメージを持って

もらったりする支援を訪問先の地域全てで行

っている。都道府県事業の地域移行支援とし

て実施しているピアサポーターの医療機関へ

の派遣事業を活用している市もあるが、市独

自の事業として、モチベーション喚起に時間

のかかる人などの退院支援を地域事業所に委

託して行っている市もあった。いずれの市で

も、プレ支援は重要な支援の一つと位置づけ

られている。また、プレ支援において、ピア

サポーター（ピアスタッフ）は非常に効果的

であり「私たちがいくら言っても伝わらない

こと（地域生活のこと）も、ピアさんが直接

会って話すと全然違う。」などという意見が多

く聞かれた。 

 

D.考察 

（1）市町村の人口規模・精神科病床数による

違い 

 今回の分析、訪問調査から一口に市町村と

言っても人口 100万を超える政令市と 5万人

を下回るような小規模な市町村とを同一のシ

ステムで考えてよいのかという課題が浮かん

だ。地域移行支援の実施が進んでいる市には

政令市や中核市が多く含まれ、また、精神科

病床数も比較的多い地域であった。市内に精

神科病院が複数あり、入院者の把握や訪問も

し易い地域では支援が行いやすいということ

も考えられる。また、近くで長期入院者の存

在を感じることで行政や地域にも地域移行を

進めなければいけないという意識付けにもな

るであろう。しかし、現実にはそのような都

市部ではなく、人口 5万人を下まわる市町村

が全国の 70%近くをしめている。遠方の病院

に入院している方の把握などはこれまでされ

てきておらず、実際今回の訪問調査でも、市

外に入院している長期入院者の把握ができて

いる所は少なかった。市の財政的にも独自の

事業やシステムづくりを行うことに障壁はあ

るであろう。市の規模や圏域の状況などに合

わせたシステム作りが必要とされる。 

 

（2）地域のコーディネートと保健所の機能の

活用 

 今回の訪問調査からも地域のコーディネー

ト機能は重要であることが明らかになってき

ている。特に、以前の制度の時から課題とし

て上がっていた市外病院の入院患者への支援

や市外住所の方などへの支援など、圏域をま

たいだ支援などにもその機能を発揮する必要

があるであろう。しかし、前述したように都

市部の市であれば、一つの市でコーディネー

ト機能を有することができるかもしれないが、

小規模な市町村では、市独自にそのようなシ

ステムを作るのは困難が予想される。富山県

砺波圏域で厚生センター（保健所）を中心に

地域移行の連絡会が行われているように、小

規模の市町村の多い地域では、地域移行等の

システムを構築し、地域をコーディネートし

ていく上で保健所は重要な役割を果たす事が

できるのではないだろうか。政令市や中核市

においても、市として保健所機能を有してい

るため市内の機関同士の連携が取りやすいと

いうこともある。地域移行の課題は障害福祉

の側面だけでなく、対象者が入院患者である

という医療施策的な側面や地域の精神保健福

祉の状況を把握し向上を図る保健の側面も併

せ持つ。地域移行支援自体の給付事務等個々

のケースは市町村で扱うとしても、システム

作りを考えていくときに、市町村行政や保健

所、医療機関など、機関を超えた柔軟な枠組

みが重要であろう。 

（3）プレ支援の重要性と当事者の参加 

 支援が比較的進んでいる地域である今回の
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訪問先のような地域ほど既に退院できる人た

ちは退院しており、後は「退院へのモチベー

ションを持ってもらうだけでも年単位で時間

がかかる。」というような方たちが未だに取り

残されてしまっている。そのような方たちに

対し、意欲喚起のためのプレ支援は重要であ

り、訪問したすべての市で行っていた。しか

し、政令市や中核市のように大きな市では市

独自の事業として行われていたが、都道府県

事業のピアサポート事業の一環として行われ

ているところや事業所が生活相談の枠組みの

中で行っていることが多いようであった。ま

た、プレ支援ではピアの活動が効果的である

とのことだったが、プレ支援部分をすべてピ

アサポーターやピアスタッフに任せればいい

というわけでもない。ピアスタッフの方から

も、病院へ入っていくための病院の窓口とな

る職員との調整や、病棟で病棟看護師たちと

の打ち合わせなどは、ちゃんと専門職でやっ

てほしいという意見もあった。ピアサポータ

ーらがより活動しやすくするようなマネージ

メントや、その後の地域移行支援につないで

いく役割もプレ支援の中では重要であろう。

また、退院支援や地域移行支援の中で当事者

の参加というと病院訪問のピアサポーター等

がすぐに思い浮かばれるが、それだけではな

く、要因分析からも出てきたように連絡会や

協議会に参加し、当事者の視点から意見述べ、

システム作りに参加することも重要であろう。

積極的に企画運営にまで参加している地域は

少なかったが、「支援者」が作ったシステムの

中で当事者が活動するというのではなく、

「（病棟でのプログラムなどを考える際に）対

等に意見を言えて、それを聴いてもらえるの

がいい」とピアスタッフをしている方からの

言葉があったように、他の支援者にはできな

いことをしてくれる仲間として、当事者に参

加してもらえるような体制作りも都道府県と

の連携も含め求められる。 

（4）今後の課題 

 長期入院者の把握や地域との共有、医療機

関との連携強化はこれまでも重要視されてき

たことであり、今回の分析や調査からも重要

な要因であることが明らかになった。しかし、

先駆的に支援を行っている地域ですら、市内、

または圏域内の全ての医療機関と連携ができ

ている訳ではなく、医療機関ごとの差がまだ

まだあるとどこの地域の担当者は話していた。

「医療機関としては地域移行支援を利用する

メリットがあまり感じられない。」という意見

もあった。一方、医療側の制度である退院支

援委員会等が始まっているが、地域事業所の

職員が「忙しくなるかと思ったけれどそうは

ならなかった。」と言うように、地域事業所や

行政の職員に声がかかる事は多くはない。地

域移行に向けた様々な支援や制度が行われる

ことは良いことではあるが、複雑になればな

るほど、一つ一つの支援の利用率が下がった

り、重複して同様の会議やカンファレンスが

行われたりという事が起こってくる。そのよ

うな状況を防ぎ、より効果的に支援を行い、

地域移行を促進するため、行政の立場から正

確な長期入院者の現状の把握と共有、地域の

支援体制の量質共の評価は必要不可欠であり、

地域を俯瞰してみる、福祉、医療、保健の垣

根を越えたシステムの構築が求められている。 

  

E.健康危険情報 

特になし 

 

F.研究発表 

1.論文発表 なし 

2.学会発表 なし 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得 なし 

2.実用新案登録 なし 

3.その他 なし 
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表３ 

  
Factor1 Factor2 Factor3 Factor4 Factor5 Factor6 

１
．
多
角
的
な
評
価
と
共
有 

事業の評価をするシステム作り （内容・質による評
価） 

0.93 0.03 -0.02 -0.06 -0.14 -0.02 

事業の評価をするシステム作り （登録者数・利用者
数による評価） 

0.90 0.00 0.11 -0.02 -0.09 -0.03 

事業のガイドラインの作成 0.87 -0.20 -0.05 -0.12 0.04 0.06 

当事者・家族が事業の評価に参加できる仕組み作り 0.81 0.07 -0.08 -0.05 0.03 0.01 

評価を地域事業所・病院等と共有・課題の振り返りを
行う 

0.63 -0.21 0.31 0.03 0.34 -0.19 

各事業の数値を含む目的・目標の地域事業所・病院
等との共有 

0.54 0.05 0.49 -0.08 0.12 -0.06 

地域福祉計画等、事業計画に数値目標を設定 0.43 0.29 0.06 0.13 -0.01 -0.05 

２
．
医
療
機
関
へ
の
働
き
か
け 

病院へ地域移行・定着・居住支援等事業のポスターや
チラシを配布 

-0.17 0.80 0.09 -0.09 0.04 0.00 

病院管理者・職員への退院支援等事業の説明を行う 0.02 0.77 0.03 0.13 -0.04 0.04 

当事者を協議会・連絡会等の参加メンバーとして加え
ている 

0.09 0.69 -0.34 -0.06 0.34 0.08 

ピアサポーター・スタッフ育成のための研修会・勉強会
を開催 

-0.09 0.57 0.05 0.09 0.15 0.20 

事業の対象者の選定・紹介など事業所や病院との橋
渡しを行う 

0.27 0.42 0.07 0.35 -0.11 -0.08 

３
．
研
修
・
連
携
作
り 

自立支援協議会（以下協議会）で地域移行・定着等の
部会を開催 

-0.11 -0.09 0.71 0.26 0.18 0.13 

精神障害者退院促進事業(生活保護自立支援プログ
ラム)との連携作り 

0.12 0.18 0.54 -0.11 -0.07 0.14 

専門職向けの勉強会・研修会の開催 -0.05 0.27 0.44 0.39 0.02 -0.12 

４
．
普
及
啓
発 

民生委員への支援協力依頼・精神保健に関する研修
を行う 

-0.16 -0.03 0.06 0.91 0.00 0.14 

精神障がいへの理解を促進させる講演・シンポジウム
などを行う 

0.09 0.12 0.36 0.54 -0.11 -0.14 

５
．
当
事
者
の
主
体
的
参
加 

当事者を協議会・連絡会・各種事業等の企画運営メン
バーとしている 

-0.11 0.23 0.14 -0.08 0.92 -0.16 

家族を協議会・連絡会・各種事業等の企画運営メンバ
ーとしている 

0.03 -0.03 -0.01 -0.03 0.91 -0.04 

家族を協議会・連絡会等の参加メンバーとして加えて
いる 

-0.02 -0.16 0.14 0.26 0.43 0.39 

６
．
公
的
な
居
所
施
策 

 公営住宅への優先入居できるシステム作り -0.24 0.01 0.15 0.07 -0.09 0.89 

住居に関する他の行政部署との連携 0.28 0.11 -0.09 0.10 -0.08 0.73 

ピアスタッフやサポーター雇用のための予算算定 0.12 0.34 0.28 -0.35 0.00 0.45 
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